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特定非営利活動法人 日本介護経営学会 

第 18 期（2021 年） 通常総会 
 

日時：2021 年 7 月 16 日（金） 17 時 30 分～ 18 時 00 分 

場所：WEB 会議システム「ZOOM」を利用した遠隔開催 

 

《 議 題 》 

 

Ⅰ．開会 

 

Ⅱ．議長選出 

 

Ⅲ．議事録署名人の選出 

 

Ⅳ．審議事項 

第１号議案 役員改選について         （資料１） 

第２号議案 第 17期入退会会員について    （資料２） 

第３号議案 第 17期事業報告について     （資料３） 

第４号議案  第 17期収支報告について     （資料４） 

  第 17期監査報告について     （資料５） 

第５号議案  第 18期事業計画書（案）について （資料６） 

第６号議案  第 18期活動予算書（案）について （資料７） 

 

 

Ⅵ．閉会 



  第 18期通常総会 

資料１ 

第１号議案 役員改選について 

現理事の任期満了（2021年7月16日：総会開催日)に伴い、現役員を重任したく、ご承認をお願いしたいと存

じます。役員一覧表は以下の通りでございます。 

【役員一覧表】 

 

役職 氏名 

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期 

自：H17年 

10月25日 

自：H 19年 

3月16日 

自：H 21年 

3月13日 

自：H 23年 

3月5日 

自：H 25年 

3月3日 

自：H 27年 

3月1日 

自：H 29年 

3月19日 

自：2019年 

3月17日 

自：2021年 

7月16日 

至：H19年 

3月16日 

至：H 21年 

3月13日 

至：H 23年 

3月5日 

至：H 25年 

3月3日 

至：H 27年 

3月1日 

至：H 29年 

3月19日 

至：H 31年 

3月17日 

至：2021年 

7月16日 

至：2023年 

総会まで 

1 会 長 田中  滋 就任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 

2 副会長 小山 秀夫 就任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 

3 副会長 栃本 一三郎 就任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 

4 理 事 宇田  淳 就任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 

5 理 事 児玉 安司 就任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 

6 理 事 齊藤 正身 就任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 

7 理 事 関田 康慶 就任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 

8 理 事 田島 誠一 就任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 

9 理 事 橋本 伸也 就任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 

10 理 事 藤林 慶子 就任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 

11 理 事 宇野 裕 ― ― 就任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 

12 理 事 廣江 研 ― ― 就任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 

13 理 事 肥塚 浩 ― ― ― 就任 重任 重任 重任 重任 重任 

14 理 事 香取 幹 ― ― ― ― ― － 就任 重任 重任 

15 理 事 小林 和彦 ― ― ― ― ― ― 就任 重任 重任 

16 理 事 駒村 康平 ― ― ― ― ― ― 就任 重任 重任 

17 理 事 丹野 智宙        就任 重任 

1 監 事 阿部 信子 就任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 重任 

2 監 事 宮島 俊彦        就任 重任 

 

この度、理事2名が退任致しました事をご報告します。 
 

【退任理事】 

1 理 事 高木 安雄  

2 理 事 藤井 賢一郎  
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第２号議案　第17期入退会会員について

第17期　会員推移について　【2020年4月１日～2021年3月31日】

合　計
（単位：人）

270 10 ― ▲ 14 266

75

登録団体数
（単位：団体）

31 1 0 0 32

団体会員
 （単位：人）

78 2 0 ▲ 5

学生会員
（単位：人）

16 3 0 ▲ 3 16

175
個人会員
（単位：人）

176 5 0 ▲ 6

会員区分 期首
期中増減

期末
新規入会 区分異動 退会



   

 

第３号議案 第17期事業報告について 
書式第12号（法第28条関係） 

 

第17期 事業報告書 
2020年4月1日から 2021年3月31日まで 

 

0 

  

 特定非営利活動法人 日本介護経営学会  

 １ 事業の成果 
2020年は、特定非営利活動法人日本介護経営学会設立17期である。前期に引き続き、会員数の拡大を重点

的に実施した。また、今後のわが国の介護経営の発展に寄与するために介護経営の普及啓発のためのシンポジ
ウム事業等を実施した。 

 

 ２ 事業の実施に関する事項 

（１）法人運営 

 
事業名 事 業 内 容 実施日 実施場所 

従事者 

の人数 

受益対象者の 

範囲及び人数 

支出額 

（千円） 

 

 

法人運営 

総会開催 8月 7日（金） 「ZOOM」遠隔開催 ５人 

会員 
2,245 

 

 

理事会開催 

6月26日（金） 「ZOOM」遠隔開催 

延べ 
１５人 

11月22日（日） 
大塚商会本社 
「ZOOM」遠隔開催 

3月14日（日） 
ビジョンセンター 
東京有楽町 
「ZOOM」遠隔開催 

三役会議開催 

6月26日（金） 「ZOOM」遠隔開催 

延べ 
２０人 

8月 7日（金） 「ZOOM」遠隔開催 

11月22日（日） 
大塚商会本社 
「ZOOM」遠隔開催 

3月14日（日） 
ビジョンセンター 
東京有楽町 
「ZOOM」遠隔開催 

 

（２）特定非営利活動に係る事業 
  

事業名 事 業 内 容 実施日 実施場所 
従事者 
の人数 

受益対象者の 
範囲及び人数 

支出額 
（千円） 

 

小計 合計 

 
介護経営に係
る研究会､講演
会、研修会等
の開催による
教育事業 

第16回 

学術大会の開催 
11月22日（日） 

大塚商会本社 
「ZOOM」遠隔開催 

６人 
一般市民・ 
会員163人 

486 

925 

 

第16回 

シンポジウムの 

開催 

 3月14日（日） 「ZOOM」遠隔開催 ６人 
一般市民・ 
会員95人 

介護経営に関
する学術誌等
の刊行及びイ
ンターネット 
等による情報
提供事業 

学会誌の発行 3月 法人事務所 １人 
会員 

約270名 
163 

HPによる学会活動

の普及と啓発、学

会員の業績等のイ

ンターネット上での

公開 等 

随時 法人事務所 １人 

一般市民･会員 

ＨＰアクセス数 
19,308件/年 

275 
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【介護経営に係る研究会､講演会、研修会等の開催による教育事業の実施概要 】 

■第16回 学術大会 『withコロナ時代を生き抜く！～KAIZENによる人材育成と介護のデジタル革命～』  

／ 実施日：2020年11月22日 

 

総合司会 藤林 慶子 本学会理事／東洋大学 教授 

基調講演  

田中 滋 

 

 

阿部 信子 

 

 
本学会会長／埼玉県立大学理事長／慶應義塾大学 名誉教授 

演 題 

『介護生産性向上の政策的な位置づけ-歴史を踏まえて-』 
本学会監事・大会長／ウェル・ ナビ株式会社 代表取締役社長 

演 題 

『「仕事の価値を高める」KAIZENによる人材育成・組織開発』 

  

 

 

 

パネリスト 

石井 宏二 

香取 幹 

竹下 康平 

宮本 隆史 

山本 左近 

吉田 俊之 

 

座長 

阿部 信子 

 

【テーマ】 withコロナ時代、介護事業者はどう進むべきか？ 

・業務改善による知的で働きがいある職場づくり 

・介護のデジタル革命、ヒトと先端技術はどう融合するのか 
 

株式会社ツクイ上席執行役員事業開発本部統括兼事業企画推進本部長 
 

本学会理事･事務局長/やさしい手代表取締役社長  
 

株式会社ビーブリッド代表取締役  
 

社会福祉法人善光会 理事 最高執行責任者 統括施設局長 
 

さわらびグループCEO・DEO / 元F1ドライバー 
 

株式会社NTTデータ経営研究所 情報未来イノベーション本部戦略企画

センター長 

 
本学会監事・大会長／ウェル・ ナビ株式会社 代表取締役社長 

自由演題発表  

宮本 恭子 

 

 
島根大学法文学部 教授 

演 題 

『新型コロナ感染拡大と家族介護者に関する調査』 

 渡邊 智仁 

 

ぱんぷきん株式会社代表取締役 

演 題 

『オンラインを活用した介護職員初任者研修の開催』 

 及川 真由美 

 

株式会社やさしい手総合サポート部 課長 

演 題 

『発熱管理システム「ばいたるイルカ」活用事例報告』 

リレー講演  

株式会社大塚商会／エヌ･デーソフトウェア株式会社／コニカミノルタ株式会社 

 パナソニック株式会社／SBパワー株式会社／株式会社ワイズマン 

 エプソン販売株式会社／株式会社ブライトヴィー／株式会社バイオシルバー 

 パナソニックカーエレクトロニクス株式会社／株式会社インフォファーム 

 リコージャパン株式会社／ソフトバンクロボティクス株式会社／株式会社コンシェルジュ 

厚生労働省講演  

秋山 仁 

 

 
厚生労働省 老健局 認知症施策・地域介護推進課長補佐 

演 題 

『介護現場における生産性向上の取組/ICTの活用に向けた取組新

型コロナ感染症対策に対する支援』 
 

パネルディスカッション 



   

 

 

■第16回 シンポジウム 『高齢期の資産管理と介護費用／令和3年度介護報酬改定について』  

／ 実施日：2021年3月14日  

 

総合司会 宇田 淳 本学会理事／滋慶医療科学大学院大学 教授 

基調講演 駒村 康平 
 

 

本学会理事／慶應義塾大学教授/ファイナンシャル･ジェロントロジー研究

センター長 

演 題 

『禄寿應穏」社会を目指して「介護×金融×地域」を支える 

研究分野としての金融ジェロントロジー』 

ディスカッション  

シンポジスト 

【テーマ】 高齢期の資産管理と介護費用 

 笹子 宗一郎 厚生労働省 老健局 認知症施策・地域介護推進課長 

 尾川 宏豪   一般社団法人全国地域生活支援機構 理事 

 石崎 浩二   三菱UFJ信託銀行 執行役員 フロンティア戦略企画部長 

 駒村 康平 本学会理事／慶應義塾大学教授/ファイナンシャル･ジェロントロジー研

究センター長 

 コメンテーター 

栃本 一三郎 

 

本学会副会長/上智大学 教授 

 座長 

田中 滋 

 

本学会会長／埼玉県立大学理事長／慶應義塾大学 名誉教授 

特別講演 土生 栄二 

 

厚生労働省 老健局長 

演 題 

『令和３年度報酬改定等について』 
 

※敬称略 

※肩書は、実施当時のものとなっています 
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特定非営利活動法人日本介護経営学会

第17期　決算計算書類（案）

第４号議案　第17期収支報告について



 科             目  金        額  科             目 金        額

【流   動   資   産】 【     4,812,447】 【流   動   負　債】 【     12,000】

現 金 及 び 預 金 3,240,447 前 受 金 12,000

預 け 金 0 預 り 金

立 替 金 0 負  債  の  部  計 12,000

未 収 入 金 1,572,000

【正  味  財  産】 【     4,800,447】

前 期 正 味 財 産 2,908,144

当期正味財産増減額 1,892,303

正 味 財 産 合 計 4,800,447

資  産  の  部  計 4,812,447 負債・正味財産の部計 4,812,447

注）　預金残高は、「学会運営管理用預金」のみです。
前受金は、2021年分の会費前受分です。

  正　味  財  産  の  部

貸 借 対 照 表
                                                                                                                                                          （単位：円）

 特定非営利活動法人日本介護経営学会

令和3年3月31日

資    産    の    部 負    債    の    部



（単位　円）

予算額（※） 決算額 決算・予算差異

Ⅰ 経常収益
200,000 110,000 -90,000

2,700,000 3,062,000 362,000
1,500,000 1,828,403 328,403

　　経常収益計 4,400,000 5,000,403 600,403
Ⅱ 経常費用
1.

学会アルバイト料 14,000 0 -14,000
人件費計 14,000 0 -14,000

200,000 265,644 65,644
90,000 83,636 -6,364
400,000 40,025 -359,975
750,000 163,900 -586,100
150,000 50,000 -100,000
60,000 117,392 57,392
450,000 32,960 -417,040
140,000 319,118 179,118
85,000 10,464 -74,536
45,000 128,744 83,744

2,370,000 1,211,883 -1,158,117
事業費計 2,384,000 1,211,883 -1,172,117

2. 管理費
（1）人件費
役員報酬 0 0 0
人件費計 0 0 0

（2）その他経費
0 0 0

18,000 9,880 -8,120
60,000 0 -60,000

1,584,000 1,320,000 -264,000
0 1,705 1,705
0 628,000 628,000

その他経費計 1,662,000 1,959,585 297,585
管理費計 1,662,000 1,959,585 297,585

経常費用計 4,046,000 3,171,468 -874,532
当期経常増減額 354,000 1,828,935 1,474,935

Ⅲ 経常外収益
受取利息 45 29 -16
雑収入 0 63,339 63,339

Ⅳ 経常外費用 0 0 0
当期正味財産増減額 354,045 1,892,303 1,538,258
前期繰越正味財産額 2,908,144 2,908,144 －
次期繰越正味財産額 3,262,189 4,800,447 －

※　予算額欄の金額は、平成31年度当初予算収支計算書に基づいています。

自 令和2年4月 1日 至 令和3年3月31日

特定非営利活動法人日本介護経営学会

活動計算書

科目

受取入会金
受取会費
総会・研究大会等収入

事業費
（1）人件費

（2）その他経費

事務委託料(ホームページ管理)

事務消耗品
通信費
印刷製本費
講師謝金
研究大会等賃借料
旅費交通費
宣伝広告費
支払手数料
会議費
その他経費計

租税公課（管
通信費（管
賃借料（管
事務委託費（管

貸倒損失（管
支払手数料（管



特定非営利活動法人日本介護経営学会  至　令和3年 3月31日

施設の提供等の物的サービスに関する受入実績はありません。

    　また計上額の算定方法は「３. 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳」に記載します。

事業報告書に記載のある事業運営従事者はボランティアですが、

   該当事項はありません。

 2.貸借対照表に関する注記

   担保資産及び担保付債務

     該当なし

 3.活動計算書に関する注記

   該当項目はありません。

 4.関連当事者との取引に関する注記

      税込方式で計上している。

   会計処理の原則又は手続の変更

     会計方針の変更

      NPO法人会計基準を適用している。

   該当項目はありません。

 5.重要な後発事象に関する注記

施設の提供等の物的サービスの受入れがあった場合は、活動計算書に計上します。

     ２．ボランティアによる役務の提供

その役務提供相当額については、活動計算書に計上しておりません。

   その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

     消費税等の会計処理

   固定資産の減価償却の方法

     有形固定資産(リース資産除く)･･････建物は定額法、建物以外は定率法

     無形固定資産(リース資産除く)･･････定額法

     リース資産･･････リース期間を耐用年数とし残存価額をゼロとする定額法

   収益及び費用の計上基準

     １．施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

個 別 注 記 表

自　令和2年 4月 1日

 1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

   計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日 2011年11月20日 2017年12月一

   部改正NPO法人会計基準協議会）によっています。

   資産の評価基準及び評価方法



 科             目  金        額  科             目 金        額

【流   動   資   産】 【     4,812,447】 【流   動   負　債】 【     12,000】

現 金 及 び 預 金 3,240,447 前 受 金 12,000

預 け 金 0 預 り 金

立 替 金 0 負  債  の  部  計 12,000

未 収 入 金 1,572,000

【正  味  財  産】 【     4,812,447】

前 期 正 味 財 産 2,908,144

当期正味財産増減額 1,892,303

正 味 財 産 合 計 4,800,447

資  産  の  部  計 4,812,447 負債・正味財産の部計 4,812,447

  正　味  財  産  の  部

財産目録

                                                                                                                                                          （単位：円）

 特定非営利活動法人日本介護経営学会

令和3年3月31日
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私監事は、特定非営利活動法人 日本介護経営学会の2020年4月 1日から 2021
年 3月 31日までの第 17期の理事の業務執行及び法人の財産の状況について監

査を行いました。 その方法及び結果について、 次の通り報告いたします。

1監査の方法及びその内容

各監事は、理事及び職員等と意思疎通を図り 、情報の収集及び監査の環境の

整備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び職員等か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査しました。以上の方法により、

当該会計年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該会計年度に係る

計算関係書類 （計算書類及びその附属明細書）及び財産目録について検討しま

した。

2 監査の結果

(1)事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、法人の状況を

正しく示しているものと認めます。

② 理事の職務の遂行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す

る重大な事実は認め られません。

(2) 計算関係書類及び財産目録の監査結果

計算関係書類及び財産目録については、 法人の財産、 収支及び純資産

の増滅の状況を全ての重要な点において適正に表示しているものと認め

ます。

以上
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第５号議案 第18期事業計画書(案) 

書式第7号 事業計画書（法第10条関係）  
 
 

第18期 事業計画書（案） 
 

2021年4月1日から2022年3月31日まで 
 
 特定非営利活動法人 日本介護経営学会  
 
 １ 事業実施の方針 

今年度は、会員数の拡大を重点的に実施する。また研究事業を推進させ、会員からの研究計画公募、
研究への要望等を募り、今後のわが国の介護経営の発展に寄与する。そのための介護経営の普及啓発
のためのシンポジウム事業等を実施する。 

 
 ２ 事業の実施に関する事項 

（1） 法人運営 

 
事業名 事 業 内 容 実施日時 実施場所 

従事者 

の人数 

受益対象者の 

範囲及び人数 

支出額 

（千円） 

 

 

法人運営 
総会開催 
理事会開催 
三役会議開催 

年1回 
年3～4回 
年2～4回 

WEB会議システ
ムによる遠隔開催 

延べ 
７０人 

会員 2,160 

 

  
（2）特定非営利活動に係る事業 

 

 

事業名 事 業 内 容 実施日時 実施場所 
従事者 
の人数 

受益対象者の 
範囲及び人数 

支出額 
（千円） 

 

小計 合計 
 

介護経営に
係る研究会､
講演会、研
修会等の 
開催による
教育事業 

第17回 
学術大会の開催 

11月21日（日） 
青森駅周辺 

WEB配信含む 
１５人 

一般市民・ 
会員 

約150人 

614 

1,356 

 

 
第17回 
シンポジウムの開催 

3月中旬 
WEB会議システ
ムによる遠隔開催 

５人 
一般市民・ 

会員 
約150人 

 

 研究事業の発展・新
規会員開拓に資する
各種セミナー開催 

年2回～3回 
WEB会議システ
ムによる遠隔開催 

５人 
一般市民・ 

会員 
約80人 

 

 

介護経営に
関する学術
誌、会誌等
の刊行及び
インターネッ
ト等による 
情報提供事
業 

学会誌の発行 
年１回 
発行予定 

法人事務所 １人 
会員 
約270人 

742 

 

HPの改修および、学
会活動の普及と啓
発、学会員の業績等
のインターネット上で
の公開 

随時 法人事務所 １人 
一般市民・ 
会員 

不特定多数 

 
メールニュースの発信
の実施 

随時 法人事務所 １人 
一般市民・ 
会員 

不特定多数 

 

（３）その他事業 

事業名 事 業 内 容 実施日時 実施場所 
従事者 

の人数 

事業費の金額 

（千円） 

研究委託事業の受託 
厚生科学研究費等の公費研
究助成、民間研究助成等にか
かわる助成を実現する。 

随時 法人事務所 2人 - 

 

 

 



第６号議案　第18期活動予算書（案）について

（単位　円）

前期予算額（※） 当期予算額

Ⅰ 経常収益
200,000 200,000

2,700,000 3,000,000
1,500,000 1,500,000

　　経常収益計 4,400,000 4,700,000
Ⅱ 経常費用
1.

学会アルバイト料 14,000 14,000
人件費計 14,000 14,000

200,000 270,000
90,000 90,000
400,000 300,000
750,000 450,000
150,000 150,000
60,000 200,000
450,000 200,000
140,000 250,000
85,000 30,000
45,000 150,000

2,370,000 2,090,000
事業費計 2,384,000 2,104,000

2. 管理費
（1）人件費
役員報酬 0 0
人件費計 0 0

（2）その他経費
0 0

22,000 22,000
60,000 0

1,584,000 1,320,000
支払手数料（管 0 10,000
その他経費計 1,666,000 1,352,000
管理費計 1,666,000 1,352,000

経常費用計 4,050,000 3,456,000
当期経常増減額 350,000 1,244,000

Ⅲ 経常外収益
受取利息 45 45
雑収入 0 0

Ⅳ 経常外費用 0 0
当期正味財産増減額 350,045 1,244,045
前期繰越正味財産額 4,093,629 4,800,447
次期繰越正味財産額 4,443,674 6,044,492

前期予算額欄の金額は、令和2年度当初収支計算書に基づいています。
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賃借料（管
事務委託費（管

租税公課（管
通信費（管

会議費
その他経費計

宣伝広告費
支払手数料

研究大会等賃借料
旅費交通費

印刷製本費
講師謝金

事務消耗品
通信費

（2）その他経費

事務委託料（ホームページ管理）

事業費
（1）人件費

受取会費
総会・研究交流会等収入

科目

受取入会金

第18期　予算活動計算書
自　令和3年4月 1日 至 令和4年3月31日

特定非営利活動法人日本介護経営学会
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